
平成31年度

高知県

将来にわた
り県勢

浮揚を確か
なものに！

●平成31年度一般会計当初予算
●５つの基本政策関連予算等のポイント

高知県の財政



1

1　平成31年度一般会計当初予算

５つの基本政策と３つの横断的な政策のさらなるバージョンアップを
図り、県勢浮揚の実現に向けて実効性の高い施策をスピード感を持っ
て展開

1
（１）５つの基本政策
① 経済の活性化  ～第３期産業振興計画の推進～　208【231】億円

⑤ インフラの充実と有効活用　977【1,147】億円

③ 教育の充実と子育て支援  ～教育等の振興に関する施策の大綱、高知県教育振興基本計画の着実な推進～　204【204】億円

④ 南海トラフ地震対策の抜本強化・加速化  ～第４期行動計画を力強く実行～　343【417】億円

② 日本一の健康長寿県づくり ～第３期日本一の健康長寿県構想で目指す姿に向けて～　452【453】億円

（２）５つの基本政策に横断的に関わる政策

② 少子化対策の充実・強化と女性の活躍の場の拡大　100【100】億円

③ 文化芸術とスポーツの振興　～文化芸術振興ビジョン、第２期高知県スポーツ推進計画の推進～　60【60】億円

① 中山間対策の充実・強化　325【327】億円

　少子化対策を充実・強化するとともに、就労支援などにより女性の活躍の場の拡大を推進します。

　文化芸術に触れる機会の充実などに取り組むとともに、「スポーツ参加の拡大」、「競技力の向上」、「スポーツ
を通じた活力ある県づくり」を柱としたスポーツ振興施策を推進します。

　集落活動センターの推進をはじめ、中山間地域の産業をつくり、生活を守る対策を充実・強化します。

　第３期計画の総仕上げに向け必要な施策を充実・強化するとともに、次のステージを見据え、新たな付加価値
を絶えず創造し続けていく仕組みを強化します。

　四国８の字ネットワークなどの「命の道」の整備や土砂災害対策、公共土木施設の事前防災対策を大幅に加速
します。
【豪雨等の災害に備えた対策の強化・推進】　348【390】億円
　「インフラ未整備箇所の対応（予防的措置）」、「ダメージを除去し、後の大きな被災を防止」、「急激に悪化す
る事態への対応」の３つの視点で対策を大幅に強化します。

　チーム学校の取り組みを徹底し、「知」「徳」「体」のさらなる向上を図るとともに、厳しい環境にある子ども
たちへの支援を充実・強化します。

　第３期行動計画の総括により明らかになった課題を踏まえて対策を充実・強化するとともに、対策の時間軸を
これまで以上に長く捉えて取り組みを推進するほか、要配慮者への対策を加速化します。

　「県民の誰もが住み慣れた地域で、安心して暮らし続けることのできる高知県」の実現を目指し、「壮年期の死
亡率の改善」など５つの大目標ごとに施策を充実・強化します。

　一般会計当初予算額	 4,607億円【前年度比＋98億円、＋2.2％】　11年連続の積極型予算！
　実質的な当初予算ベース	 4,790億円【前年度比＋114億円、＋2.5％】
※実質的な当初予算ベース：各年度当初予算の額と前年度２月補正予算額のうち国の補正予算対応分の合計額（実質的に当該年度に予算執行される額）

一般会計当初予算額

※【　】は実質的な当初予算ベース

一般会計当初予算等の推移

4,338 4,341 4,456 4,527 4,585 4,625 4,592 4,509 4,607 

2,889 2,868 2,840 2,868 2,986 2,998 2,967 2,945 2,947 

830 857 871 1,016 1,047 1,036 982 977 

23当初 24当初 25当初 26当初 27当初 28当初 29当初 30当初 31当初

当初予算規模 主要一般財源 投資的経費規模

（単位：億円）

※主要一般財源は県税、地方消費税清算金、地方譲与税、地方交付税等の計
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投資的経費
（対前年度+94億円）

1,071 

当初予算規模
（対前年度+98億円）

歳入・歳出の構成比歳入・歳出の構成比
総額 460,707百万円総額 460,707百万円

地方交付税地方交付税

地方交付税
＋臨時財政対策債
185,729（40.3%）

地方交付税
＋臨時財政対策債
185,729（40.3%）

依存財源
327,443
（71.1%）

依存財源
327,443
（71.1%）

自主財源
133,264
（28.9%）

自主財源
133,264
（28.9%）

臨時財政対策債臨時財政対策債国庫支出金
69,592 （15.1%）
国庫支出金

69,592 （15.1%）

県債
（臨時財政対策債を除く）

54,935（11.9%）

県債
（臨時財政対策債を除く）

54,935（11.9%）

その他38,496
（8.4%）

その他38,496
（8.4%）

地方消費税清算金
27,838 (6.0%)
地方消費税清算金
27,838 (6.0%)

県税66,930
（14.5%）
県税66,930
（14.5%）

その他2,061
（0.4%）
その他2,061
（0.4%）

地方譲与税・交付金
15,126 （3.3%）
地方譲与税・交付金
15,126 （3.3%）

使用料及び手数料
 5,317（1.2%）
分担金及び負担金
 2,705（0.6%）
財産収入
 1,089（0.2%）
繰入金
 20,772（4.5%）
諸収入
 8,605（1.9%）
一般寄附金
 8（0.0％） 投資的経費

107,095 
(23.2%)

投資的経費
107,095 
(23.2%)

人件費
114,126 (24.8%)
人件費
114,126 (24.8%)

災害復旧事業費
9,405 (2.0%)
災害復旧事業費
9,405 (2.0%)

補助費等
110,976 (24.1%)
補助費等
110,976 (24.1%)

扶助費
12,303 (2.7%)

扶助費
12,303 (2.7%)

その他
50,351 (10.9%)
その他
50,351 (10.9%)

経常的経費
353,612 
(76.8%)

経常的経費
353,612 
(76.8%) 公債費

65,856 (14.3%)
公債費
65,856 (14.3%)

普通建設事業費
97,690
（21.2％） 

普通建設事業費
97,690
（21.2％） 

※四捨五入をしているため、合計値が一致しない場合があります。
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スクラップアンドビルドの徹底や国の有利な財源を活用することによ
り、積極型の予算を編成しながらも、今後の安定的な財政運営に一定の
見通し

２

▼ ▼ ▼  歳入確保・歳出削減の取組 

▼ ▼ ▼

喫緊の課題に対応しつつ基金残高と県債残高のバランスをとりながら、今後も安定的な財政運営に取り組みます。

▼ ▼ ▼  中長期的な財政運営を見据えた財源不足額への対応 

▼ ▼ ▼
【歳入】
●県税や地方譲与税等の増加が見込まれ、特殊要因（※）を除くと、一般財源総額は前年度を上回る見込みと

なっています。
　（※）平成30年度は土地開発公社の整理に伴う、土地取得特別会計からの繰入金（28.4億円）が発生

【歳出】
●スクラップアンドビルドを徹底し、既存事業を積極的に見直すとともに、創意工夫による事業の組み替えや

バージョンアップを促進しました。
　◆事業の見直し：29.3億円（221件）（前年度35.6億円（199件））
　◆事業のバージョンアップ：36億円（前年度37億円）

【国の３か年緊急対策、豪雨災害等による被害への対応】
●国の「防災・減災、国土強靱化のための３か年緊急対策」に係るインフラ整備を加速するにあたっては、地

方交付税措置率の高い地方債など、有利な財源を最大限活用しました。
●平成30年度の豪雨災害等による被害からの復旧に全力で対応します。
●その他の公共事業等については、緊急性の高い事業や事業効果の早期発現が見込める事業に重点化すること

で事業量を平準化しました。

●財政調整的基金の取り崩しを抑制することで将来への備えを確保するとともに、退職手当債、行政改革推進債の発行を抑制
することで将来負担を軽減させ、財政の健全性を確保しています。

一般財源総額　３,０75億円（前年度比△13.8億円、△0.4%）

財源不足額は146億円　※平成30年9月推計時の財源不足額は132億円
（参考）財源不足額の推移（当初予算時）
　　　　Ｈ26：104億円　H27：127億円　H28：138億円　H29：146億円　H30：159億円

財政調整的基金残高は実質59億円増（昨年の９月推計比）
○平成30年９月推計時103億円→当初予算編成後の平成31年度
末、実質的な基金残高見込は162億円

　（当初予算編成後の基金残高156億円に、南海トラフ地震事前避難対策支援事業費補助
金などの非常事態に対応するために歳出化した防災対策基金充当分６億円を加えたもの）

県債残高は安定的に推移
○平成30年度末見込5,071億円→

平成31年度末推計5,217億円
（臨時財政対策債を除く一般会計ベース）
※国の緊急対策分を除くと平成31年度末推計は5,103億円

※当年度の財政調整的基金残高＝前年度の財政調整的基金残高＋当年度の財源不足
※H31.2月推計のうち、H31財源不足は当初予算ベース

平成30年度予算の執行段階での精査等により、基金の取崩しを
一部取り止め（60億円）。当初推計以上の基金残高を確保
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財源不足 財政調整的基金残高

162

H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36

H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36

H31.2月推計（当初予算後）

H30.９月推計

50

△3
△86

△22 △1

△77 △65
△22 △1

（単位：億円）

歳出化した防災対策基金充当分6億円

+59
+74

財政収支の見通し 県債残高の見通し（一般会計ベース）

（※）臨時財政対策債：本来地方交付税で措置されるべき額について、国の財政事情が厳しいことから、
　　臨時的に地方債として配分されているもの。後年度、元利償還金の全額が地方交付税で措置される。

（単位：億円）

国の緊急対策分を除いた県債残高の
ピークはH33推計5,136億円
※県債の発行額が大幅に伸び始めた、
　平成7年度末5,206億円を下回る水準

臨時財政対策債（※）臨時財政対策債（※）

臨時財政対策債を除く県債残高臨時財政対策債を除く県債残高
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2　５つの基本政策関連予算等のポイント
５つの基本政策

経済の活性化　231億円（前年度比＋21億円）１
① 成長に向けた「メインエンジン」をさらに強化 

※予算額は実質的な当初予算ベース

1

2

ポイント

ポイント

「継続的に新たな付加価値の創造を促す仕組み」を量的・質的に拡大

交易の範囲の拡大に向けた海外展開の加速

◆ＩＴ・コンテンツ関連産業のさらなる振興
　・IT・コンテンツ関連の多様な学びの場を創出し、業界が求める知識や技術を持った人材を育成
　・あらゆる分野のボトルネックの解決策につながるニーズ抽出を充実強化し、IoTやAI、ビッグデータ等のデジタル

技術を活用したシステムや機械の開発を促進　など

◆起業や新事業展開のさらなる促進
　・起業支援プログラム「こうちスタートアップパーク」の充実　など

◆第一次産業の飛躍的な生産拡大
　・環境制御技術にAIやIoTなどの最新技術を融合させた栽培から出荷、流通までを見通したNext次世代型こうち新施

設園芸システムの構築
　・効率的な漁業生産体制への転換を図るため、漁業の生産から流通におけるIoT化を推進　など

◆食品産業のさらなる振興
　・食品加工事業者を核とした継続的に交流し学び合う場である「食のプラットホーム」の取り組みのさらなる充実　

など

◆防災関連産業のさらなる振興
　・防災製品開発ワーキンググループを設置し、価値提案型の防災関連製品の開発を促進
　・防災市場に精通したアドバイザーの委嘱　など

◆リョーマの休日～自然＆体験キャンペーン～の開催
　・これまで磨き上げてきた「食」や「歴史」に加えて、「自然・体験」の観光資源を磨き上げ、
　　国内外からのさらなる誘客につなげる取り組みを展開　など

◆外商活動の全国展開のさらなる推進
　・さらなる外商エリアの拡大と業務筋への外商強化を図るとともに、地域商社への支援を強化
　・関西・中国地方への防災関連製品の外商エリアの拡大や新たな商流チャネルの開拓
　・全国レベルの木造建築の専門家集団（team Timberize）と連携したプッシュ型提案等による外商体制の強化　など

◆海外への輸出の本格展開
　・ジェトロ高知との連携強化による海外ビジネス展開の総合的支援と、対象国・地域における高知県ネットワークの

構築
　・大型水産加工施設の本格稼働等を見据えた水産物の輸出支援の強化
　・生産現場と連携した農産物の輸出拡大　など

◆インバウンド観光のさらなる強化
　・重点市場を拡充し、自然＆体験キャンペーンを生かした戦略的な取り組みを推進
　・個人旅行者向けの旅行商品の造成・販売、情報発信の強化　など

○　本県経済の拡大傾向を先々にわたって確かなものとしていくため、５年後、10年後を見据え、各産業
分野における付加価値の創造を促す仕組みを、より多く、より質高く創り出していきます。

○　外商活動の全国展開をさらに推進するとともに、県産品の輸出やインバウンド観光の大幅な拡大を目指
し、海外への地産外商の取り組みをこれまで以上に強化します。
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② 成長の「壁」を乗り越える、成長を支える取り組みを強化

3

4

ポイント

ポイント

担い手の確保・人材育成策のさらなる強化

起業促進とも連携した移住施策の強化 

◆戦略的な働き方改革の促進
　・職場環境の整備と生産性向上を目指した県内企業の働き方改革の促進　など

◆新規大卒者等の県内就職促進策の強化
　・高知の企業や高知で働く魅力を伝える取り組みのさらなる強化　など

◆各産業分野の取り組みの強化
　・親元就農に対する支援の強化や県外から労働力を確保する取り組みの推進
　・（一社）高知県漁業就業支援センターを核とした総合的な担い手確保対策の推進　など

◆外国人材の受入環境の整備
　・外国人労働者等を円滑に受け入れるため、（仮称）高知県外国人生活相談センターを整備　など

◆人材育成の取り組みの強化
　・事業者の課題解決と事業成長をより一層促すため、土佐ＭＢＡのカリキュラムを充実・強化　など

◆移住促進策の戦略的な展開
　・移住促進・人材確保センターと商工会・商工会議所等、地域の支援機関が連携した、人材ニーズのさらなる掘り起

こし　など

◆起業や新事業展開のさらなる促進（再掲）
　・こうちスタートアップパークの充実　など

○　各産業分野での担い手の確保と人材育成が必要不可欠である中、経営と両立する形での県内企業の働き
方改革を促進するとともに、移住促進策と連携した各産業分野の担い手確保策や新規学卒者の県内就職の
促進などの取り組みをさらに強化していきます。

○　年間移住者数1,000組の定常化に向け、人材ニーズの掘り起こしからマッチングまでの一連の仕組み
をさらに強化します。

各種生産額の推移
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Ｈ１４ Ｈ１5 Ｈ１6 Ｈ１7 Ｈ１8 Ｈ１9 Ｈ20 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30Ｈ１３

①生産年齢人口の減少に連動する形で、
　各種生産額も減少傾向

②生産年齢人口の減少に関わらず、
　各種生産額が上昇傾向に！

各種生産額の推移
を１とした増減率Ｈ13 産業振興計画

１
県内総生産（実質）

２

Ｈ13年度→Ｈ20年度

△ ７．３％

県内総生産（実質）
Ｈ20年度→Ｈ27年度

+ ４．３％減少 上昇

有効求職者数

木材・木製品製造業出荷額等

水産加工出荷額

沿岸漁業生産額

製造品出荷額等

農業産出額

食料品製造業出荷額等

県外観光客入込数

観光総消費額

原木生産量

有効求人数

1.82

0.68

※H29の農業産出額、製造品出荷
　額等は、速報値
※県外観光客入込数については、
　Ｈ15に算定方法を変更したため、
　Ｈ15を１としている

生産年齢人口
（15歳～64歳）
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日本一の健康長寿県づくり　453億円（前年度比＋16億円）２

壮年期の死亡率の改善 

地域地域で安心して住み続けられる県づくり

少子化対策の抜本強化

医療や介護などのサービス提供を担う人材の安定確保と産業化

厳しい環境にある子どもたちへの支援

・子どもを対象とした健康教育や高知家健康パスポート事業など、年齢層に応じた取り組みとあわせ
て、血管病の重症化予防対策を促進

・地域の医療・介護・福祉等のサービス資源を切れ目のないネットワークでつなぐ「高知版地域包括
ケアシステム」の構築を進めるため、市町村などと連携し、サービスの量などを拡充

・働きながら子育てをしやすい環境づくりに向けて、時間単位の年次有給休暇の導入や働き方改革の
取り組みを支援

・介護職員の定着促進に向けて、業務の一層の効率化や負担を軽減するため、介護事業所認証評価制
度の運用を通じて魅力ある職場環境の整備を促進

・「高知版ネウボラ」を推進するため、妊娠や子育ての支援に関わる各機関が参加し、現状の課題な
どを協議するネウボラ推進会議を拡充

　※ネウボラ：妊娠期から就学前の子どもやその家族を対象に、妊娠・出産・子育てについて切れ目のない支援を行う仕組みのこと

1

2

4

5

3

大目標

大目標

大目標

大目標

大目標

　「第３期日本一の健康長寿県構想」に掲げた「壮年期の死亡率の改善」など５つの大目標の方向性のもと、もう
一段の取り組みの加速化を図るなど、それぞれの対策を一層充実・強化します。

　これまでの取組成果や教育課題を踏まえ「教育等の振興に関する施策の大綱」及び「第２期教育振興基本計画」
を改訂し、教育の充実と子育て支援の取り組みをさらに強化します。

教育の充実と子育て支援　204億円（前年度比△11億円）３

1

2

3

ポイント

ポイント

ポイント

「チーム学校」の取り組みの徹底

 厳しい環境にある子どもたちへの支援の充実 

県立高等学校再編振興計画の推進

・「教科のタテ持ち（※）」やメンター制（※）を活用したOJTシステムの充実など、教員同士が学び合う仕組
みや高知市教育委員会と連携した指導体制を強化することで、小中学校における授業改善の取り組みを徹底

　※教科のタテ持ち：複数の教員が学年をまたがり同じ教科を担当する制度
　※メンター制：ベテランや中堅の職員が助言や指導を行うメンターとして、チーム内で学びあう仕組み

・「学校支援チーム」の学校訪問等の活動をさらに強化することにより、高等学校における思考力・判断
力・表現力の育成に向けた授業改善の取り組みを徹底

・スクールカウンセラー等で構成する「不登校対策チーム」の学校訪問による支援の実施や、高知市をはじ
め各市町村の教育委員会と連携した支援体制の構築など、不登校の予防と支援に向けた体制を強化

・地域間での教育機会の格差の解消を図るため、中山間地域の全ての小規模高等学校に遠隔教育システムを
導入
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　これまでの南海トラフ地震対策行動計画を土台として、より難易度の高い課題に正面から立ち向かいます。

南海トラフ地震対策の抜本強化・加速化　417億円（前年度比＋91億円）４
①「命を守る」対策を徹底

②「命をつなぐ」対策を幅広く展開 

③「生活を立ち上げる」対策を着実に推進

　　住宅の耐震化、ブロック塀の安全対策、要配慮者の避難支援対策、南海トラフ地震に関連する
　情報（臨時）が発表された場合の市町村の避難所設置への支援など、対策を充実・強化

　　ライフラインの復旧対策、燃料確保対策、避難所運営マニュアルの作成・バージョンアップなどの対策を推進

　　復興まちづくり指針の策定、事業者のＢＣＰ策定・高度化の支援

　四国８の字ネットワークなどの「命の道」の整備や、河川・海岸堤防の耐震化、防波堤の粘り強い化などを着
実に進めます。
・「四国８の字ネットワーク」の整備促進や、浦戸湾をはじめ河川・海岸堤防の地震・津波対策を加速化　
・防災拠点等を守るハード対策と避難体制の整備や安全な土地利用を図るソフト対策を一体的に推進し、土砂災害対策を強化

【豪雨等の災害に備えた対策の強化・推進】　390億円（前年度比＋64億円）
　国の「防災・減災、国土強靱化のための３か年緊急対策」による追い風を大きな力にして、「インフラ未整備
箇所の対応（予防的措置）」、「ダメージを除去し、後の大きな被災を防止」、「急激に悪化する事態への対応」の
３つの視点で対策を大幅に強化します。

インフラの充実と有効活用　1,147億円（前年度比＋75億円）５

■中山間対策の充実・強化　327億円（前年度比＋40億円）
　　県内各地に広がってきている「集落活動センター」のネットワークを生かし、「産業をつくる」「生活を守

る」取り組みをさらに強化します。

　・集落活動センターの継続・拡充に向けて、人材の確保・育成を強化するとともに、専門家による伴走支援により、セ
ンターの経済活動をさらに強化

■文化芸術とスポーツの振興　60億円（前年度比＋13億円）
　　「文化芸術の力で心豊かに暮らせる高知県」の実現に向けた文化芸術ビジョンの推進や、「スポーツを通じ

生き生きと暮らすことのできる社会」を目指すスポーツ振興の取り組みを充実・強化します。

　・県内文化施設の歴史資料の調査研究を支援するとともに、県史編さん事業に着手するなど、高知の固有の文化の継承
及び活用を推進

　・地域に潜在するスポーツニーズを顕在化し、多様なスポーツ機会を創出
　・さらなる競技力の向上を目指し、全高知チームの取り組みを支援するとともに、新設する高知県スポーツ科学セン

ターを活用した効果的なサポートを実施

■少子化対策の充実・強化と女性の活躍の場の拡大　100億円（前年度比＋５億円）
　　「出会い」「妊娠・出産」「子育て」の希望をより早く叶え、理想とする子どもの人数の希望を叶えること

ができるよう支援します。また、女性の活躍の場の拡大に向けて、就労や登用を支援します。

　・働き方改革推進支援センターの機能強化や県内企業の働き方改革を推進する取り組みなどにより
　　ワーク・ライフ・バランスを推進
　・地域における子育て支援の充実など、地域全体で子育てしながら働く女性を支援

「５つの基本政策」に横断的に関わる３つの政策



●このパンフレットは再生紙を使用しています。

高知県高知県財政課
TEL：088-823-9302
E-mail：110401@ken.pref.kochi.lg.jp

ホームページではこのパンフレットの内容のほか、
高知県財政に関する情報をご覧いただくことができます。

http://www.pref.kochi.lg.jp/soshiki/110401

宝くじの収益金は私たちのまちづくりに役立てられています。
宝くじの購入は高知県内で！


